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(1) 収益的収入及び支出
　収　　入

第1款　下水道事業収益

 第1項　営業収益

 第2項　営業外収益

　支　　出

第1款　下水道事業費用

 第1項　営業費用

 第2項　営業外費用

 第4項　予備費

令令和和７７年年度度　　東東大大和和市市

区　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額
地方公営企業法第24条
第３項の規定による支
出額に係る財源充当額

区　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額
予　備　費
支　出　額

流用増減額

地方公営企業
法第24条第３
項の規定によ
る支出額

小　　計

△ 245,000

（単位：円･税込）

）

）

）

（単位：円･税込）

）

）

）

下下水水道道事事業業会会計計決決算算報報告告書書

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

備　　　　　　考
合　　　計

△ 21,599,553 （うち、仮受消費税及び地方消費税

△ 7,996,671 （うち、仮受消費税及び地方消費税

△ 13,602,882 （うち、仮受消費税及び地方消費税

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

決　算　額
地方公営企業
法第26条第２
項の規定によ
る繰越額

合　　計

地方公営企業
法第26条第２
項の規定によ
る繰越額

不　用　額 備　　　　考

（うち、仮払消費税及び地方消費税

（うち、仮払消費税及び地方消費税

（うち、仮払消費税及び地方消費税
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(2) 資本的収入及び支出
　収　　入

第1款　資本的収入

 第1項　企業債

 第4項　他会計補助金

 第5項　国庫補助金

 第6項　都補助金

 第7項　受益者負担金

 第11項　その他資本的収入

　支　　出

第1款　資本的支出

 第1項　建設改良費

 第3項　企業債償還金

 第5項　積立金

 第6項　その他資本的支出

 第7項　予備費

資本的収入額が、資本的支出額に不足する額473,371,159円は、過年度分損益勘定留保資金247,059,080円

区　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額 小　　　計
地方公営企業法第26
条の規定による繰越
額に係る財源充当額

△ 213,828,000

△ 70,300,000

△ 1,634,000

△ 117,890,000

△ 24,004,000

区　　　　分
当初予算額 補正予算額

予　備　費
支　出　額

流用増減額

　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　　算

△ 213,864,000

小　　計
地方公営企業法第26
条の規定による繰越
額

△ 213,864,000

（単位：円･税込）

）

（単位：円･税込）

及び当年度分損益勘定留保資金226,312,079円で補填した。

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

備　　　　　　考　　継続費逓次
　　繰越額に係る
　　財源充当額

合　　計

△ 573,443,720

△ 574,200,000

△ 10,052,000

△ 1,419,000

△ 152,720 （うち、仮受消費税及び地方消費税

決算額

翌　年　度　繰　越　額

不用額 備　　考

　　　　額

合　　計
継続費
逓　次
繰越額

合　　計
地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費
逓　次
繰越額

(うち、仮払消費税及び
地方消費税94,181,562)

(うち、仮払消費税及び
地方消費税94,181,562)
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(単位：円･税抜）

１　営業収益

（１）下水道使用料

（２）雨水処理負担金

（３）受託工事収益

（４）その他営業収益

２　営業費用

（１）管渠費

（２）業務費

（３）総係費

（４）流域下水道維持管理費

（５）減価償却費

営営業業損損失失

３　営業外収益

（１）受取利息及び配当金

（２）他会計補助金

（３）国庫補助金等

（４）長期前受金戻入

（５）雑収益

４　営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費

（２）雑支出

経経常常利利益益

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

損損益益計計算算書書

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)
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剰 余 金

減債積立金 利益積立金
未処分利益

剰余金

前年度末残高

一般会計繰出金

（繰越利益剰余金）

処分後残高

当年度変動額

当年度純利益

（当年度未処分利益剰余金）

当年度末残高

（単位：円・税抜）

剰剰余余金金計計算算書書

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

剰剰余余金金処処分分計計算算書書

利益剰余金

前年度処分額

議会の議決による処分額

建設改良
積立金

資本金

未処分利益剰余金資本剰余金資本金

一般会計繰出金

当年度末残高

議会の議決による処分額

処分後残高

（繰越利益剰余金）

（単位：円・税抜）

剰 余 金

利益剰余金
合計

（単位：円・税抜）

資本合計利益剰余金
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(単位：円･税抜）

固定資産

有形固定資産

構築物

減価償却累計額 △4,200,670,466

機械及び装置

減価償却累計額 △4,714,090

車両及び運搬具

減価償却累計額 △85,482

工具、器具及び備品

減価償却累計額

建設仮勘定

有形固定資産合計

無形固定資産

流域下水道施設利用権

無形固定資産合計

投資その他資産

基金

その他投資

投資その他資産合計

固定資産合計

流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金 △442,277

短期貸付金

その他流動資産

流動資産合計

資産合計

貸貸借借対対照照表表
（令和８年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固定負債

企業債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企業債合計

固定負債合計

流動負債

企業債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企業債合計

未払金

引当金

賞与引当金

法定福利費引当金

引当金合計

預り金

流動負債合計

繰延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額 △1,697,710,416

繰延収益合計

負債合計

資本金

固有資本金

資本金合計

剰余金

利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

資　　本　　の　　部

負　　債　　の　　部
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注注記記

１ 重要な会計方針

（１） 公営企業の会計処理

令和２年度から、東大和市公共下水道事業に地方公営企業法を適用し、地方公営

企業会計基準に則した財務諸表等を作成している。

（２） 固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産（リース資産を除く）

（ア）減価償却の方法 定額法による。

（イ）主な耐用年数 構築物 年

機械及び装置 ～ 年

イ 無形固定資産

（ア）減価償却の方法 定額法による。

（イ）主な耐用年数 流域下水道施設利用権 年

（３） 引当金の計上方法

ア 賞与引当金等

職員の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費の支給に備えるた

め、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月か

ら３月までの４月分）を計上している。

イ 貸倒引当金

未収金の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込

額を計上している。

ウ 退職給付引当金

当市は、退職手当組合に加入しており、下水道事業会計は、一般会計を通じて、

当該組合に掛金を拠出しているが、下水道事業会計が一般会計に対して負担金を

拠出した以後の追加的負担は、全額一般会計において措置することとしているた

め、退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

２ 貸借対照表等関連

企業債の償還に係る他会計の負担について、貸借対照表に計上されている企業債（当

該事業年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は、 円である。

３ セグメント情報関連

東大和市下水道事業会計では、公共下水道事業の単一セグメントのため記載を省略

する。

４ リース契約により使用する固定資産

（１）リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理による。

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 千円

１年超 千円

計 千円

（３）オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

該当事項なし



 
 
 
 
 

決 算 附 属 書 類 
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事業報告書

第１ 概況

１ 総括事項

当市の公共下水道事業は、多摩湖を除く ヘクタールを公共下水道で整備す

る区域（計画処理区域）として定め、流域関連公共下水道によって整備を進めています。

人口における下水道（汚水）の普及率は、令和５年度で ％となり、今後は、

これまでに整備した下水道施設の適切な維持管理が必要となります。

また、都市化の進展により雨水が地中にしみ込みにくくなったことや、局所的な降

雨の激甚化により、地形的な要因で発生する浸水被害への対応が課題となっています。

令和７年度の事業運営については、東大和市総合計画「輝きプラン」に掲げた将来

都市像「水と緑と笑顔が輝くまち 東大和」の実現に向けて、第五次基本計画に定めた

重要施策等に取り組みました。

安全・安心で利便性が高いまちづくりを目指し、「防災」については、災害に強い都

市基盤の整備の課題に対し、雨水を排除するための公共下水道雨水管整備を進めてい

ます。東京都は、浸水対策効果の早期発現に向け、空堀川上流雨水幹線の上仲原公園

から向原西公園までの区間を貯留施設として稼働させ、市は、雨水幹線への接続工事

を行いました。

「都市づくり」については、下水道施設の適切な維持管理による機能の維持及び向

上の課題に対し、主に向原三丁目地内において、老朽化した汚水管渠の更新・長寿命

化対策に取り組みました。なお、東大和市ストックマネジメント基本計画では、 年

間で約 キロメートルの老朽化した汚水管渠などを改築するとしており、そのうち

令和３年度から令和７年度までの５年間で、約 メートルの工事が完了しました。

経営基盤の強化のための取組としては、東大和市公共下水道事業経営戦略の中間見

直しに着手し、下水道事業を取り巻く経営環境の変化を反映させた、新たな投資・財

政計画の試算を行いました。

（１）業務の状況

当市から清瀬水再生センターへ流入した汚水の年間総処理水量は、 立方

メートルで、前年度と比較し、 立方メートル、率にして パーセント減少

しました。

また、当市から排出された年間有収水量（使用料の対象となる汚水量）は、

立方メートルで、前年度と比較し、 立方メートル、率にして

パーセント増加しました。

（２）経理の状況

ア 収益的収入及び支出（消費税抜き）

下水道事業収益は、 円で、うち下水道使用料は、 円
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となりました。

下水道事業費用は、 円で、その主な内容は、流域下水道維持管理

費 円、減価償却費 円、支払利息及び企業債取扱諸費

円となりました。

この結果、当年度純利益は、 円となりました。

イ 資本的収入及び支出（消費税込み）

資本的収入は、企業債 円など、合計で 円となりまし

た。

資本的支出は、建設改良費 円、企業債償還金 円な

ど、合計で 円となりました。

この結果、資本的収入額が資本的支出額に不足する額 円は、過年度

分損益勘定留保資金 円及び当年度分損益勘定留保資金

円で補填しました。

（３）建設改良工事の状況

公共下水道ストックマネジメント事業により、向原 丁目 番地の 先外 路

線において、内面被覆 メートルを実施し、長寿命化を図りました。

２ 経営指標に関する事項

項目 令和 年度 令和 年度 目標値

経常収支比率 ％ ％ ％以上

流動比率 ％ ％ －

管渠老朽化率 ％ ％ －

管渠改善率 ％ ％ －

管渠改善率

（進捗累計）
％ ％ ％

経費回収率 ％ ％ ％

使用料単価 円 円 －

汚水処理原価 円 円 －

供用開始区域内人口

１人当たり企業債残高
万 円 万 円 万円以下

・目標値は、東大和市公共下水道事業経営戦略において設定した値について記載している。

・数値については、端数処理等により、経営比較分析表と異なる場合がある。

３ 議会議決事項

議案番号 件名 提出年月日 議決年月日

第 号

令和 年度東大和市

下水道事業会計決算

の認定について

令和 年 月 日 令和 年 月 日

第 号
東大和市下水道条例の

一部を改正する条例
令和 年 月 日 令和 年 月 日

第 号

令和 年度東大和市

下水道事業会計補正

予算（第 号）

令和 年 月 日 令和 年 月 日

第 号
令和 年度東大和市

下水道事業会計予算
令和 年 月 日 令和 年 月 日

第 号

東大和市下水道事業の

設置等に関する条例の

一部を改正する条例

令和 年 月 日 令和 年 月 日

その他、議会に対する報告事項

令和 年第 号報告（令和 年 月 日）

令和 年度東大和市下水道事業会計資金不足比率について

４ 行政官庁認可事項

申請年月日 申請先 件名 許認可等年月日

令和 年 月 日 国土交通大臣

令和 年度社会資本整備

総合交付金交付申請

（防災・安全）

令和 年 月 日

令和 年 月 日 東京都知事
令和 年度市町村下水道

事業都費補助金交付申請
令和 年 月 日

令和 年 月 日 東京都知事
令和７年度下水道事業債

協議（第 次分）
令和 年 月 日

令和 年 月 日 東京都知事

東大和市公共下水道
（荒川右岸東京流域
下水道荒川右岸処理区

関連）事業計画変更協議

令和 年 月 日
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申請年月日 申請先 件名 許認可等年月日

令和 年 月 日 東京都知事

立川都市計画下水道事

業東大和市公共下水道

事業計画変更認可申請

令和 年 月 日

その他、行政官庁報告、届出事項

（１）報告事項

東京都知事宛報告

資金不足比率報告書

（２）届出事項

該当事項なし

５ 職員に関する事項 （単位：人）

区分 令和 年度末 令和 年度末 増減

損益勘定支弁職員 △

資本勘定支弁職員

合計 △

６ 料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

該当事項なし

第２ 工事

１ 建設工事の概況 （単位：円・税込）

工事名 工事場所 工事内容 工事費 工期 施工業者

公共汚水ます

設置工事

（単価契約）

市内全域
汚水ます設置

件

～

吉川施設工業㈱

外 社

公共下水道

ストックマネジ

メント管渠改

築工事（ ）

向原 丁目

番地の

先外 路線

内面被覆

φ ｍ

～

梅正建設㈱

東大和支店

２ 改良工事の概況 （単位：円・税込）

工事名 工事場所 工事内容 工事費 工期 施工業者

№ マンホール

ポンプ施設

ポンプ交換

修繕

奈良橋 丁目

番地の 先

水中ポンプ
更新

台

～ ㈱第一テクノ

３ 保存工事の概況 （単位：円・税込）

工事名 工事場所 工事内容 工事費 工期 施工業者

公共下水道

管渠維持工事

（単価契約）

市内全域

維持管理関連

工事

件

～

吉川施設工業㈱

外 社

ポンプ

及び ポ

ンプ施設通

信設備修繕

狭山 丁目

番地の

外 箇所

通信システム

改修

箇所

～ ㈱第一テクノ
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第３ 業務

１ 業務量

増減 比率
人

世帯
人
人
％
人
％
㎥ △ 805,275 △ 7.9

一日平均 ㎥ △ 2,206 △ 7.9
㎥

一日平均 ㎥
％

排水区域内人口
処理区域内人口　B
普及率（B/A）

比較

行政区域内世帯数
行政区域内人口　A

事項 単位 令和7年度末 令和6年度末

有収率　（E/D）

水洗化人口　　　　C
水洗化率　（C/B）
年間総処理水量　D

年間有収水量　　 E

２ 事業収入に関する事項

（１）下水道事業収入 （単位：円、％・税抜）
令和7年度 令和6年度

金額 金額 増減 比率
△ 13,258,656 △ 1.1

下水道使用料 △ 21,096,175 △ 1.7
雨水処理負担金
受託工事収益 皆増
その他営業収益

受取利息及び配当金
他会計補助金 △ 37,000 △ 0.4
国庫補助金
都補助金 △ 344,000 △ 10.8
長期前受金戻入
雑収益

事項
比較

1 営業収益

2 営業外収益

合計  

（２）資本的収入 （単位：円、％・税抜）
令和7年度 令和6年度

金額 金額 増減 比率

建設改良債
資本費平準化債 △ 73,500,000 △ 51.7

他会計補助金

国庫補助金
著増

都補助金 著増

受益者負担金

その他資本的収入

事項
比較

1 企業債

7 受益者負担金

合計

4 他会計補助金

11 その他資本的収入

5 国庫補助金

6 都補助金



―　26　― ―　27　―

３ 事業費に関する事項

（１）下水道事業費用 （単位：円、％・税抜）

令和7年度 令和6年度

金額 金額 増減 比率

管渠費

業務費

総係費 △ 4,392,270 △ 9.6

流域下水道維持管理費 △ 28,329,575 △ 7.9

減価償却費

支払利息及び企業債取扱諸費

雑支出 △ 2,103,683 △ 81.7

事項
比較

1 営業費用

合計

2 営業外費用

（２）資本的支出 （単位：円、％・税抜）

令和7年度 令和6年度

金額 金額 増減 比率

建設総務費 △ 4,221,732 △ 10.0

管路改良費

流域下水道費

△ 58,307,819 △ 8.9

建設事業債償還金 △ 66,495,142 △ 20.3
資本費平準化債償還金

積立金
△ 21,285,090 △ 93.4

その他資本的支出
利益剰余金繰出金 △ 21,285,090 皆減

事項
比較

1 建設改良費

合計

3 企業債償還金

6 その他資本的支出

5 積立金

４ その他主要な事項

（１）現年度分下水道使用料収納状況 （単位：円、％・税込）

調定額 収入済額 未収入額 収納率

（２）現年度分下水道事業受益者負担金収納状況 （単位：円、％・税込）

調定額 収入済額 未収入額 収納率

第４ 会計

１ 契約の要旨

（１）維持管理関係委託 （単位：円・税込）

件名 場所 概要 期間 契約の相手方 金額

公共下水道

管渠清掃委託

（単価契約）

市内全域

管渠緊急清掃

等

件

～

㈱南興業

外２社

令和 年度

汚 泥 処 理

（単価契約）

市内全域
汚泥処理

㎥

～ ㈲常盤組

令和 年度

公共下水道

管渠清掃委託

市内一円

φ ～

φ

＝ ｍ

～

㈱東京サービス

東大和支店

マンホ－ルポンプ

保守点検及び

緊急対応委託

（単価契約）

湖畔 丁目

番地の 先

外 箇所

点検箇所

箇所

定期点検

年 回

緊急対応

回

～ ㈱第一テクノ

排水設備等

修繕待機委託
市内全域

土・日曜日、

祝日等の排

水設備の詰

まり等に対応

～

東 大 和 市

上下水道工事組合
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件名 場所 概要 期間 契約の相手方 金額

公共下水道

基本設計委託

（ ）

芋窪 丁目

地内

設計資料

作成一式

～

㈱オオバ

東京支店

公共下水道

ストックマネジメント

管渠調査委託

東大和第

処理分区内

マンホール

目視調査

箇所

～

加藤商事㈱

東大和営業所

公共下水道

管理システム

保守委託

下水道課

下水道管理

システムの保守

及びデータ更新

一式

～

パシフィック

コンサルタンツ㈱

首都圏本社

公共下水道

雨天時浸入水

調査委託

清水 ・ ・ ・

丁目地内

テレビカメラ調査工

ｍ

誤接合調査工

ｍ

～ 三喜技研工業㈱

東大和市ウォーター

ＰＰＰ導入可能性

調査委託

市内全域
導入可能性

調査一式

～

管清工業㈱

西東京営業所

下水道使用料

徴収事務委託
―

下水道使用

料の徴収業務

全般

～ 東京都水道局

公営企業会計

システム保守

委託

下水道課及び

課の指定

する場所

公営企業会計

システム保守

～

㈱フューチャー

イン東京支店

公営企業会計

システム共同

利用

下水道課及び

課の指定

する場所

公営企業会計

システム共同

利用

～

㈱フューチャー

イン東京支店

（２）建設関係委託 （単位：円・税込）

件名 場所 概要 期間 契約の相手方 金額

東大和市公共

下 水 道 （ 事 業

の一部）に関する

業務委託

（一部変更）

東 大 和 市

公共下水道

雨水排水区域

詳細設計等 ～

公益財団法人

東京都都市

づくり公社

東大和市公共

下 水 道 （ 事 業

の一部）に関する

業務委託

東 大 和 市

公共下水道

雨水排水区域

雨 水 幹 線

接 続 工 事

～

公益財団法人

東京都都市

づくり公社

東大和市公共

下水道事業

（立川都市

計 画 道 路

・ ・ 号整

備）に関する

業務委託

上北台 丁目、

芋窪 丁目

地内

①移設工事

②実施設計

～

公益財団法人

東京都都市

づくり公社

（３）賃貸借契約 （単位：円・税込）

件名 期間 契約の相手方 金額

公 共 下 水 道 管 理
システム機器等及び
土木積算システム機器
等賃貸借（公共下水
道管理システム）

～ ㈱

公 共 下 水 道 管 理
システム機器等及び
土木積算システム機器
等賃貸借（土木積算
システム）

～ ㈱

土木積算システム

賃貸借
～ ㈱ティーユーシー
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２ 企業債及び一時借入金の概況

（１）企業債 （単位：円）

事業名 前年度末残高
本年度中増減

本年度末残高
起債額 元金償還額

下水道債

（２）一時借入金

一時借入金の借入はありません。なお、一時借入金の限度額は 円です。

３ その他会計計理に関する重要事項

該当事項なし

第５ 附帯事項

１ その他の事業の概況 （単位：円・税込）

件名 概要 契約の相手方 金額

水質検査負担金

流域下水道接続点

東大和幹線 箇所

柳瀬幹線 箇所

特定事業場等

事業所 箇所

東京都下水道局

流域下水道維持管理

負担金

有収水量 ㎥

不明水量 ㎥

（下水道法第 条の

の規定に基づく負担金）

東京都下水道局

流域下水道建設負担金

流域下水道施設建設等

負担金

（下水道法第 条の

の規定に基づく負担金）

東京都下水道局

流域下水道改良負担金

流域下水道施設改良負

担金

（下水道法第 条の

の規定に基づく負担金）

東京都下水道局

第６ その他

１ 他会計負担金等（一般会計繰入金等）の使途特定について

他会計負担金等については、次のとおり充当した。

（単位：円）

内容 金額
課税仕入れ以外（特定収入以外） 課税仕入れ（特定収入）

内容 金額 内容 金額

雨水処理負担金

（営業収益）

支払利息及び

企業債取扱諸費 なし

他会計補助金

（営業外収益）

総係費

（給料・手当等）

管渠費

（負担金補助及び交付金）

減価償却費

流域下水道維持管理費

（負担金補助及び交付金）

支払利息及び

企業債取扱諸費

都補助金

（営業外収益） なし

管渠費

（委託料）

他会計補助金

（資本的収入）

建設総務費

（給料・通勤手当

を除く手当・法定

福利費）

建設総務費

（給料・通勤手当

を除く手当・法定

福利費以外）

企業債償還金

管路改良費

（委託料）

管路改良費

（補償費）

管路改良費

（工事請負費）

管路改良費

（負担金補助及び交付金）

流域下水道費

（負担金補助及び交付金）

企業債償還金

国庫補助金

（資本的収入） なし

管路改良費

（工事請負費）

都補助金

（資本的収入） なし

管路改良費

（工事請負費）

受益者負担金

（資本的収入） なし

管路改良費

（工事請負費）

２ 決算日後に生じた企業の状況に関する重要な事実

令和８年４月１日からの流域下水道維持管理負担金の単価改定により、令和８年度

決算における損益は赤字となる見通し。



―　32　― ―　33　―

３ その他

（１）令和７年度予算流用の状況

該当事項なし

（２）令和７年度予備費の充当状況

（単位：千円）

款 充当額 内 容

収益的支出 量水器購入費及び量水器交換手数料

資本的支出 － 充当の実績なし

（単位：円）

１１　　業業務務活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,075

賞与引当金の増減額（△は減少） △194,623

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △128,726

長期前受金戻入額 △287,374,686

受取利息及び受取配当金 △378

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △23,997,525

小小計計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △65,509,973

業業務務活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー

２２　　投投資資活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー

有形固定資産の取得による支出 △286,011,605

無形固定資産の取得による支出 △441,285,408

国庫補助金等による収入

受益者負担金による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投投資資活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー △△556677,,883399,,447711

３３　　財財務務活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △600,373,495

短期貸付返還による収入

短期貸付による支出 △1,500,000

財財務務活活動動にによよるるキキャャッッシシュュ・・フフロローー

現現金金預預金金のの増増加加額額（（又又はは減減少少額額））

現現金金預預金金のの期期首首残残高高

現現金金預預金金のの期期末末残残高高

キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書（（間間接接法法））
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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(収　入) (単位:円・税抜)

款 項 目 節 金　　額
1 下水道事業 円
   収益

1 営業収益

1 下水道使用料

下水道使用料

2 雨水処理負担金

雨水処理負担金

3 受託工事収益

建設負担金

4 その他営業収益

手数料

その他収益

2 営業外収益

1 受取利息及び配当金

基金利息

貸付金利息

3 他会計補助金

他会計補助金

4 国庫補助金

国庫補助金

　収益費用明細書

下水道使用料

雨水処理に係る一般会計負担金

建設負担金

備　　考

下水道事業減債基金積立金利息

下水道事業建設基金積立金利息

水洗便所改造資金融資預託金利息

一般会計補助金

社会資本整備総合交付金

個別補助国庫補助金

指定事業者新規指定申請手数料

指定事業者指定更新申請手数料

責任技術者新規登録申請手数料

責任技術者登録更新申請手数料

指定事業者証再交付申請手数料

下水道使用受託収入

(収　入) (単位:円・税抜)

款 項 目 節 金　　額
円

5 都補助金

都補助金

6 長期前受金戻入

他会計補助金

国庫補助金

都補助金

受益者負担金

都負担金

受贈財産評価額

その他長期前受金

8 雑収益

不用品売却収益

その他雑収益

合　　計

その他長期前受金

不用品売却収益

下水道事業受益者負担金延滞金

公務災害補償基金負担金過年度還付金

その他雑収益

受贈財産評価額

備　　考

公共下水道事業費補助金

流域対策等強化・推進事業補助金

市町村下水道事業強靭化都費補助金

一般会計補助金

国庫補助金

都補助金

下水道事業受益者負担金

都負担金
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(支　出) (単位:円・税抜)

款 項 目 節 金　　額
１ 下水道事業 円
　 費用

１ 営業費用

１ 管渠費

備消品費

光熱水費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

材料費

工事請負費

負担金補助及び交付金

2 業務費

委託料

3 総係費

給料 予算額

手当 予算額

賞与引当金繰入額 予算額

法定福利費 予算額
法定福利費引当金繰入
額 予算額

旅費

報償費

備消品費

燃料費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

修繕費

賃借料

負担金補助及び交付金

保険料

貸倒引当金繰入額

備　　考

(支　出) (単位:円・税抜)

款 項 目 節 金　　額

3 総係費 雑費

4 流域下水道維持管理
費

負担金補助及び交付金

5 減価償却費
有形固定資産減価償却
費
無形固定資産減価償却
費

2 営業外費用
1 支払利息及び企業債

取扱諸費

企業債利息

借入金利息

3 雑支出

その他雑支出

4 予備費

1 予備費

予備費

合　　計

備　　考
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(収　入) (単位:円・税抜)

款 項 目 節 金　　額
円

1 資本的収入

1 企業債

1 建設改良債

公共下水道債

流域下水道債

2 資本費平準化債

資本費平準化債

4 他会計補助
金

1 他会計補助金

他会計補助金

5 国庫補助金

1 国庫補助金

国庫補助金

6 都補助金

1 都補助金

都補助金

7 受益者負担
金

1 受益者負担金

受益者負担金

11 その他資本
　  的収入

2 その他資本的収入

その他資本的収入

合　　計

下水道事業費補助金

一般会計補助金

社会資本整備総合交付金

市町村下水道事業強靭化都費補助金

下水道事業受益者負担金

都道掘削復旧監督事務費負担金

水洗便所改造資金融資預託金

資本費平準化債

　資本的収支明細書

備　　考

公共下水道建設事業債

流域下水道事業債

(支　出) (単位:円・税抜)

款 項 目 節 金　　額
円

1 資本的支出

1 建設改良費

1 建設総務費

給料 予算額

手当 予算額

法定福利費 予算額

旅費

備消品費

賃借料

2 管路改良費

委託料

補償費

工事請負費

負担金補助及び交付金

3 流域下水道費

負担金補助及び交付金

3 企業債償還
金

1 建設事業債償還金

企業債償還金

2 資本費平準化債償還
金

資本費平準化債償還金

5 積立金

1 積立金

積立金
6 その他資本

的支出

1 その他資本的支出

その他資本的支出

7 予備費

1 予備費

予備費

合　　計

備　　考
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固固  定定  資資  産産  明明  細細  書書  及及  びび

（１）有形固定資産明細書

減 価 償 却 累 計 額

構築物

機械及び装置

車両及び運搬具

工具、器具及び備品

建設仮勘定

計

（２）無形固定資産明細書

当 年 度
減 価 償 却 高

流域下水道施設利用権

計

（３）積立基金

下水道事業減債基金

下水道事業建設基金

計

（４）水洗便所改造資金融資預託金

りそな銀行東大和支店

青梅信用金庫東大和支店

東京みどり農業協同組合
東大和支店

計

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

基基  金金  運運  用用  状状  況況  調調  書書

（単位：円・税抜）

減 価 償 却 累 計 額 年 度 末
当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 累 計 償 却 未 済 高

（単位：円・税抜）

（単位：円）

（単位：円）

備 考

年 度 末 現 在 高 備 考

備 考

備 考
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公共下水道建設事業債

財務省
平成8年4月30日
～令和8年3月25日

地方公共団体金融機構
平成10年4月10日
～平成18年5月30日

株式会社かんぽ生命保険
平成8年5月10日
～平成19年5月25日

流域下水道事業債

財務省
平成8年4月30日
～令和8年3月25日

地方公共団体金融機構
平成10年4月10日
～平成18年5月30日

東京都区市町村振興基金
平成8年3月29日
～平成22年3月31日

資本費平準化債

財務省
平成24年3月26日
～令和8年3月25日

地方公共団体金融機構
平成29年3月23日
～令和4年3月24日

東京都区市町村振興協会 平成30年5月21日

株式会社りそな銀行
平成19年3月30日
～平成28年3月31日

公的資金補償金免除繰上償還借換債

株式会社りそな銀行
平成22年3月31日
～平成23年3月31日

　建設改良費等 計

　建設改良費等以外 計

合計

企企　　　　　　　　業業　　　　　　　　債債　　　　

種類 用途 借入先 発行年月日 発行総額

（単位：円、％）

当年度償還高 償還高累計

～2.90
令和 38年 3月

～2.30
令和 16年 3月

～3.40
令和 19年 3月

～3.40
令和 38年 3月

～2.30
令和 16年 3月

～1.57
令和 22年 2月

～2.50
令和 28年 3月

当年度償還高
のうち流域分
3,746,961円

～0.40
令和 24年 3月

当年度償還高
のうち流域分
221,176円

令和 20年 3月 すべて公共分

～2.45
令和 18年 3月

当年度償還高
のうち流域分
14,240,000円

償還終期 備考

　　　　　　明明　　　　　　　　細細　　　　　　　　書書

償還高
未償還残高 利率
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